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衆議院事務局における文書管理の現状について

平成２０年９月２５日

第１ 衆議院事務局が保有する文書の分類

第２ 会議に関する文書の種類、管理等について

第３ 議院行政文書の管理等について

第４ 憲政記念館及び資料課の事務分掌と文書の移管について
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第１ 衆議院事務局が保有する文書の分類

１ 会議に関する文書

２ 議院行政文書

第２ 会議に関する文書の種類、管理等について

１ 会議に関する文書の種類

ア 会議録、議案等の文書

会議録（本会議録）

委員会議録

議事総覧（※１）

議事日程本書

議席関係

議決原本（※２）

衆議院公報

その他

※１ 参議院関係のものを除き、議員に配付される議案、質問、請願、報告書、公報、

会議録、議事に密接に関係する印刷物の全部を所定の順序で会期ごとに編集・製

本したもの （参考 参照）。

※２ 提出・送付された議案、本会議における議決通知、委員会報告書、内閣等から提

出された報告書などの原本・写し・印刷物を、一の会期ごとに整理・製本したも

の。

イ 会議の運営及び調査に関する文書

委員会日誌

議員等からの調査依頼に対する回答文書

その他

２ 会議に関する文書の管理等

【根拠法】

「両議院は、各々その会議の記録を保存し、秘密会の記録の中で特に秘密を要

すると認められるもの以外は、これを公表し、且つ一般に頒布しなければな

い （憲法第５７条第２項）。」

「会議録は、議長又は当日の会議を整理した副議長若しくは仮議長及び事務総
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。」（ ）長又はその代理者がこれに署名し議院に保存する 衆議院規則第２０５条

「委員会議録は、委員長及び理事がこれに署名し、議院に保存する （衆議院。」

規則第６２条）

ア 憲法、衆議院規則に規定されているものは会議録であるが、会議関係の文書

は原則、永久保存としている。

管理場所については、本会議録及び委員会議録の本書並びに帝国議会の議事

録、議事速記録、委員会議録及びその他の文書は、資料課書庫にて保存容器に

保管して、保存している。

議員室及び職員等に利用される会議録、議事総覧等は、資料課の書庫、その

他の議事日程本書、議決原本などの文書は、担当課の書架又は倉庫で管理して

いる。

イ 請願に関する文書は例外であり、採択された請願は各府省に送付するが、審

査未了のものは請願課倉庫で原本５年、署名１年保存としている。

陳情書、意見書については、原本５年保存としている。

ウ 会議の運営及び調査に関する文書は、調査局及び会議運営担当課において、衆

議院事務局文書取扱規程の例により管理されている。

３ ＩＴ化及びデジタルアーカイブ化について

会議に関する文書は、法律案等の国会提出文書、会議録などすべて文書（紙ベ

ース）となっているため、ＩＴ化にはなじまない。

デジタルアーカイブに関しては、国会会議録検索システムが運用されており、

昭和２２年の第１回国会以降の本会議、すべての委員会等の会議録を閲覧するこ

とができる。

まもなく帝国議会会議録についても完成の予定で、何人も全ての会議録にアク

セスすることができることとなる。

なお、衆議院ホームページから本会議、委員会の審議中継にアクセスすること

ができる。

４ 文書の利活用について

会議に関する文書は概ね現用文書であり、各課室は所掌事務に関する過去の先

例等を調査するため、文書を課内の書架で管理することが多く、事務局以外のも

のの利用は難しい。

資料課は、衆議院で配付されるすべての文書が管理・保存されているので、議

員、職員等であれば借り出すことができる。



- 4 -

第３ 議院行政文書の管理等について

１ 議院行政文書の定義

人事、会計等の行政事務の遂行上作成又は取得した文書、図画及び電磁的記録

（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方

式で作られた記録をいう ）であって、職員が組織的に用いるものとして事務局。

が衆議院事務局文書取扱規程で管理している。

衆議院の情報公開制度の対象文書である。

２ 議院行政文書の管理等

衆議院事務局文書取扱規程で管理する文書は、各課室に置かれる文書取扱責任

者（課長等）等が、文書の整理、利用、保存、廃棄に関する事務を行っている。

文書は文書ファイルにまとめて管理し、その情報は文書管理システムに登録さ

れ、組織的かつ体系的に管理されている。

保存期間を満了した文書ファイルは廃棄するが、必要があれば保存期間を延長

。 、 、する また 文書取扱責任者が憲政記念館で保存することが適当と認めた文書は

衆議院事務局文書取扱規程第４４条により憲政記念館へ移管する。

３ ＩＴ化について

人事、会計等の文書はＩＴ化に相応しいものであるので、積極的に取り組んで

いる。今後、府省共通の文書管理システムを導入し、文書の電子的記録管理をし

ていく予定である。

４ 文書の利活用について

保存された文書は、各課によって利活用されている。
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第４ 憲政記念館及び資料課の事務分掌と文書の移管について

１ 憲政記念館の設立目的及び事務分掌

憲政記念館は、昭和４５年に我が国の議会開設８０周年を迎えた際、議会制民

主政治の発展に資するため設立された。

憲政に関する文献、資料の収集、保管及び公開展示を行っている。

憲政記念館の収蔵庫は、室温２０度、湿度５０％で管理されている。

２ 資料課の事務分掌

会議録 議事録 議事速記録 委員会議録 議事総覧 国会に関する公文書 事、 、 、 、 、 （

務局に関する公文書を除く ）等の保存を行う。。

３ 文書の移管

各課室の文書取扱責任者が憲政記念館で保存することが適当であると認める文

書ファイルがあるときは、次の手順で移管する。

【手順】

その旨を記した書面を、文書課長に提出する。

↓

文書課長は、これをとりまとめ憲政記念館資料管理課長に提出する。

↓

、 。資料管理課長は 文書ファイルを調査し憲政記念館に移管する文書を特定する

↓

移管される文書が特定されたときは、各課室の文書取扱責任者は、移管される

文書をまとめた文書ファイルを作成し、資料管理課長に移管する。

↓

文書ファイルの移管が終了したときは、資料管理課長はその旨を文書課長に報

告する。

４ 今後の課題

ア 各課室で管理している文書は、各課室において現用文書という認識が強く、

憲政記念館への移管が進まない現状がある。

イ 現在、研究者を交えて、事務局が有する文書を憲政記念館に移管する調査を

行っている。

ウ 資料課と憲政記念館の事務分掌を整理する。
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５ 国立公文書館への移管について

会議に関する文書は、法規により移管は難しい。

議院行政文書については、協議していきたい。
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承
認
を
求
め
る
の
件
目
次

議
員
提
出
法
律
案
目
次

参
議
院
議
員
提
出
法
律
案
目
次

重
要
動
議
目
次

質
問
主
意
書
目
次
　
　
　
　
　
　
　
　
‐

官
報
号
外
　
参
議
院
会
議
録
　
第
十
五
号
盆

月
九
日
付
）

総
務
委
員
会
議
録
　
第
十
号
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
！

議
院
運
営
委
員
会
議
録
　
第
二
十
二
号
（閉
会
中
審
査
）
　

　

　

　

！

議
院
運
営
委
員
会
図
書
館
運
営
小
委
員
会
議
録
　
第

一
号
（閉
会
中
審
査
）

議
院
運
営
委
員
会
庶
務
小
委
員
会
議
録
　
第
二
号
（閉
会
中
審
査
）

参
議
院
内
閣
委
員
会
会
議
録
　
第
八
号

同
　
　
外
交
防
衛
委
員
会
会
議
録
　
第
十
八
号

同
　
　
議
院
運
営
委
員
会
（聞
会
後
Ｘ
ズ
議
録
　
第

一
号

○

参

考

書

配

付

　

今
一
千

一一百

次
の
参
考
書
を
各
警

員
△
ズ
館
議
員
事
務
室
に

配
付
し
た
。

第
百
六
十
八
回
国
会
（臨
時
会
）
通
過
議
案
要
旨
集
（速
報
版
）

調
査
局
調
査
情
報
課

平
成
二
十
年

一
月
二
十
三
日
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衆議院事務局

　

会議録等の文書
作成・取得

永久保存
・利用

会議に関する文書

　

作成・取得

保　　　存
（３０年・１０年・５年・３年・１年）

保存期間満了

・日本国憲法　第５７条第２項
・衆議院規則　第６２条、第２０５条

・衆議院事務局の保有する議院行政文書の
開示等に関する事務取扱規程の対象外

　　　　　　議院行政文書

・衆議院事務局文書取扱規程

・衆議院事務局の保有する議院行政文書
の開示等に関する事務取扱規程の対象

憲政記念館

保存・利用

・憲政記念館資料取扱基準

・衆議院事務局の保有する議院行政文書の開示
等に関する事務取扱規程の対象外

廃棄移管

保存期間延長

保　　　存

会議の運営及び
調査に関する文書

作成・取得

保　　　存
（３０年・１０年・５年・３年・１年）

衆議院事務局文書取扱規程の
例による

移管

保存期間満了

廃棄
移管

保存期間延長
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